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１．経済社会の構造変化を踏まえた個人所得課税改革
（P.12～36）

２．デフレ脱却・経済再生に向けた税制措置 （P.37～46） 

○ 競争力強化のための研究開発税制の見直し
  （P.38～41） 

○ 賃上げを促すための所得拡大促進税制の見直し

 （P.42） 

○ コーポレートガバナンス改革・事業再編の環境整備
 （P.43～45） 

○ 積立NISAの創設 （P.46）

３．ローカルアベノミクスの推進（中堅・中小事業者の支
援、地方創生の推進） （P.47～59） 

○ 中堅・中小事業者の支援 （P.48～51）

○ 地方創生の推進 （P.52～53）

○ 酒税改革 （P.54～59）

我が国経済の成長力の底上げのため、就業調整を意識しなくて済む仕組みを構築する観点から配偶者

控除・配偶者特別控除の見直しを行うとともに、経済の好循環を促す観点から研究開発税制及び所得拡

大促進税制の見直しや中小企業向け設備投資促進税制の拡充等を行う。あわせて、酒類間の税負担の公

平性を回復する等の観点から酒税改革を行うとともに、我が国企業の海外における事業展開を阻害する

ことなく、国際的な租税回避により効果的に対応するため外国子会社合算税制を見直す。このほか、災

害への税制上の対応に係る各種の規定の整備等を行う。具体的には、次のとおり税制改正を行うものと

する。

平成29年度 税制改正の主な項目 

４．経済活動の国際化・ＩＣＴ化への対応と租税回避の効果
的な抑制 （P.60～67） 

○ 国際課税に関する制度の見直し （P.61～65）

○ その他 （P.66～67）

・国外財産に対する相続税等の納税義務の範囲の見直し

５．その他 （P.68～72） 

○ 車体課税の見直し （P.69～70）

○ 災害関連税制の常設化 （P.71）

○ 円滑・適正な納税の環境整備 （P.72 ）
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１．経済社会の構造変化を踏まえた個人所得課税改革 

 誰もが生きがいを感じられる「一億総活躍社会」を実現するためには、「働き方改革」を進めることが重要であり、 多

様な働き方が可能となるよう、社会の発想や制度を大きく転換することが求められている。 

   こうした中、働きたい人が存分に活躍できる社会の実現や、人手不足の解消の観点から、就業調整をめぐる喫緊の

課題に対応するため、経済社会の構造変化を踏まえた個人所得課税改革の第一弾として、所得税・個人住民税の配

偶者控除・配偶者特別控除の見直しを行う。 

就業調整問題（※）を解消することにより、 

 ・ 働きたい人が就業時間を調整することを意識せず、働くことができる環境を整備。 

 ・ 最低賃金が引き上げられていく中でも、人手不足を解消し、日本経済の成長に寄与。 

   ※ 103万円以内にパート収入を抑える傾向（いわゆる「103万円の壁」） 

－ 税制面では、配偶者特別控除により「103万円の壁」は解消。 

 － 他方、企業の配偶者手当の支給基準への援用や、心理的な壁として作用しているとの指摘。 

 配偶者控除等（38万円）における配偶者の収入の上限

⇒ 103万円⇒150万円

 ※ 安倍内閣が目指す最低賃金1,000円で、１日６時間、 

週５日働いた場合の年収を上回る水準 

 担税力調整の必要性や所得再分配機能の回復の観点

 から、納税者本人に所得制限を設定 

⇒ 給与収入1,120万円から逓減、1,220万円で消失

（国・地方を通じた税収中立を確保）
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１．経済社会の構造変化を踏まえた個人所得課税改革（続き） 

※  配偶者控除は、一定の収入以下の扶養親族を有する場合における納税者の担税力の減殺を調整する仕組みの 

 一つであり、諸外国でも配偶者の存在を考慮した仕組みが設けられていることも踏まえれば、廃止することは問題。 

 他方、全ての夫婦世帯を対象とする新たな控除は、高所得者の夫婦世帯にまで配慮を行うこととなり、非常に多額 

 の財源を必要とするといった問題。 

※  就業調整を意識しなくて済む仕組みの構築は、税制だけで達成できるものではなく、社会保障制度などの関連する 

  制度・政策の取組みも重要であるとともに、企業の配偶者手当制度等の見直しを行うことが求められる。 

  「平成29年度与党税制改正大綱」に今後の個人所得課税改革の方向性を明記。 

① 所得再分配機能の回復の観点からの基礎控除などの「人的控除」等の控除方式の見直し。

② 多様な働き方を踏まえた給与所得控除などの「所得の種類に応じた控除」と基礎控除などの「人的控除」のあり方

  の見直し。 

③ 老後の生活に備えるための自助努力を支援するための私的年金・金融所得等に係る税制の見直し。
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２．デフレ脱却・経済再生に向けた税制措置 

○ 競争力強化の

た め の 研 究 開

発税制の見直

し 

 研究開発投資に係る政府目標の達成に向け、研究開発投資の増加インセンティブを強化するな

ど、研究開発税制を抜本的に見直し。 

① 総額型を試験研究費の増加率に応じて税額控除できる仕組みに見直し

② ＩｏＴ、ビッグデータ、人工知能等を活用した「第４次産業革命」による新たなビジネス開発を後押

   しする観点から、「第４次産業革命型」のサービス開発（注）を対象化 

 （注） ①センサー等による自動的なデータの収集、②専門家による情報解析技術を用いた分析、③新たなサービ 

 スの開発、などを満たす試験研究 

③ オープンイノベーション型の利用促進を図るため、対象費目の拡大など制度を大幅に改善

○ 賃上げを促す

た め の 所 得 拡

大促進税制の

見直し 

 大企業については、２％以上の賃上げを行う企業に支援を重点化した上で、前年度からの給与

支給総額の増加額への支援を拡充（現行制度とあわせて12％）。

 中小企業については現行制度を維持しつつ、２％以上の賃上げを行う企業については、前年度

からの給与支給総額の増加額への支援を大幅に拡充（現行制度とあわせて22％）。

※ 所得拡大促進税制：給与支給総額の24年度からの増加額の10％を税額控除できる制度

平均的には８．５％程度 

６％ 

（下限） 

１４％ 

（上限） 

９％ 

より高い 

インセンティブ 

政府目標に 

整合的な増加率 

（試験研究費の増減率） （試験研究費の増減率） 

（税額控除率） 現行（総額型） 改正案 （税額控除率） 
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２．デフレ脱却・経済再生に向けた税制措置（続き） 

○ コーポレートガ

バナンス改革・

事業再編の環

境整備 

 企業と投資家の対話の充実を図るため、株主総会の開催日を柔軟に設定できるよう、法人税の

申告期限を事業年度終了後から最大６カ月後まで延長可能とする（現行は最大3カ月後まで）。

 経営者の中長期インセンティブのため、役員給与の損金算入対象を拡大（株価連動給与等）

 企業の機動的な事業再編を可能とするため、上場企業内の事業部門の分社化等（スピンオフ）の

際の組織再編税制（譲渡損益等の課税を繰延べ）を整備 

○ 積立ＮＩＳＡの

創設 

 家計の安定的な資産形成を支援する観点から、少額からの積立・分散投資を促進するための

「積立ＮＩＳＡ」を創設（年間投資上限額：40万円、非課税期間：20年）
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３．ローカルアベノミクスの推進（中堅・中小事業者の支援、地方創生の推進） 

○ 中堅・中小事業

者の支援 

 地域中核企業向け設備投資促進税制の創設

  ※ 地域の中核企業が、地域経済に波及効果のある高い先進性を有する事業（注）を行う場合に、

 その設備投資を対象に投資促進税制を創設。（注）都道府県の認定を受け、国の確認を受けたもの。 

 中小企業向け設備投資促進税制の拡充

  ※ 中小サービス事業者が行う設備投資（冷蔵陳列棚、空調設備等）のうち、生産性向上に資 

するものについて、即時償却又は10％（注）税額控除の対象に追加。

（注） 資本金3000万円超の場合は７％

 中小企業向けの租税特別措置の適用要件の見直し

  ※ 財務基盤の弱い中小企業を支援するという中小企業向け租税特別措置の趣旨を踏まえ、 

適用要件として、課税所得（過去３年間平均）が15億円以下であることを追加。

 事業承継税制の見直し（災害時等における雇用確保要件の緩和、相続時精算課税制度の併

用） 
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○ 地方創生の推進  地方拠点強化税制の拡充（無期・フルタイムの新規雇用への支援を拡充など）

  ※ 地方拠点強化税制：本社機能移転等に係る設備投資促進税制、雇用促進税制（新規雇用 

 者数に応じた税額控除） 

 到着時免税店（空港等の到着エリアの免税店）の導入

※ 携帯品免税制度（20万円等まで免税）を適用

○ 酒税改革  類似する酒類間の税率格差が商品開発や販売数量に影響を与えている状況を改め、酒類間

の税負担の公平性を回復する等の観点から、ビール系飲料や醸造酒類の税率格差の解消、

ビールの定義拡大など、酒税改革に取り組む。 

 真に魅力ある商品の開発への経営資源のシフトや、地域の特色を活かした魅力ある商品開

発が進み、地方創生の牽引役となることを期待。日本産酒類のブランド価値の向上や、日本の

酒類産業の国際競争力の強化にもつながる。 

３．ローカルアベノミクスの推進（中堅・中小事業者の支援、地方創生の推進）（続き）
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○ 酒税改革

（続き）

 税率構造の見直し

※ ビールの税率は戦後最低水準、国際的にも遜色のない水準に。  

※ 税率の段階的な見直しについては、その都度、経済状況を踏まえ、酒税の負担の変動が家 

  計に与える影響等を勘案して検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所 

  要の措置を講ずる。 

※ 厳しい財政状況や財政物資としての酒類の位置付け等を踏まえ、税収中立の改革とする。 

 ビールの定義の拡大

※ 地域の特産品を用いた地ビール開発を後押しする観点や外国産ビールの実態を踏まえ、麦 

  芽比率要件の緩和（67％→50％）や、副原料の拡大（果実や一定の香味料を追加）を行う。 

 地方創生に資する制度改正

※ 酒蔵ツーリズム免税（製造場で外国人旅行者等向けに販売した酒類について、酒税を免税） 

※ 焼酎特区（構造改革特区で焼酎等を少量製造する場合、一定要件の下で免許要件を緩和） 

ビール系飲料

ビール
77円

70円
63.35円

発泡酒
46.99円

新ジャンル
28円

37.8円

54.25円

H32．10

（2020.10）

H35．10

（2023.10）

H38．10

（2026.10）

12万円
11万円

10万円

8万円

清 酒

果実酒

9万円

清酒・果実酒

（注）税率は350㎖換算 （注）税率は１㎘当たり

チューハイ等

（注）税率は350㎖換算

28円

35円

（※） 低アルコール分の「蒸留酒類」

及び 「リキュール」に係る特例税率（下限税率）

チューハイ等

低アル蒸留酒等（※）

H32．10

（2020.10）

H35．10

（2023.10）

H38．10

（2026.10）

H32．10

（2020.10）

H35．10

（2023.10）

H38．10

（2026.10）

３．ローカルアベノミクスの推進（中堅・中小事業者の支援、地方創生の推進）（続き）
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４．経済活動の国際化・ＩＣＴ化への対応と租税回避の効果的な抑制

○ 国際課税に関す

る制度の見直し 

 日本企業の健全な海外展開を支えつつ、租税回避に対して効果的に対応。

 「外国子会社合算税制」について、租税回避リスクを外国子会社の外形（税負担率）ではなく、

個々の活動内容（所得の種類等）により把握する仕組みへ見直し。企業の事務負担に配慮。 

※ 経済実体がない、いわゆる受動的所得は合算対象に。 

※ 実体のある事業からの所得は、子会社の税負担率にかかわらず合算対象外に。 

「平成29年度与党税制改正大綱」の補論に今後の国際課税に係る税制改正の基本方針を明記。

① 「ＢＥＰＳプロジェクト」の合意事項の着実な実施を通じた国際協調の推進

② 「経済活動や価値創造の場と税が支払われるべき場所を一致させる」という「ＢＥＰＳプロジェク

　ト」の基本的考え方に基づき、健全な海外展開を歪める誘因を除去 

③ 税に関する透明性の向上に向けた国際的な協調

○ その他  国外財産に対する相続税等の納税義務の範囲の見直し

※ 駐在の外国人等の納税義務を緩和し、高度外国人材等の受入れを促進。 

※ 国外に居住する日本人の納税義務を拡大し、租税回避を抑制。 

 仮想通貨の消費税非課税化（支払の手段として法的に位置付けられたこと等を踏まえた対応）
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５．その他

○ 車体課税の見直

し 

 燃費性能がより優れた自動車の普及を促進する観点から、エコカー減税の対象範囲を見直し。

※ 段階的な基準引上げ。ガソリン車への配慮措置。（減税対象：９割→８割） 

※ ２回目免税の対象を重点化。（免税対象：４割→３割、２回目免税２割） 

○ 災害関連税制の

常設化 

 近年災害が頻発していることを踏まえ、災害減免法等の規定に加え、これまで災害ごとに特別

立法で手当てしてきた対応を常設化し、災害対応の税制基盤を整備。 

○ 円滑・適正な納

税の環境整備 

 国税犯則調査手続の見直し（ＩＣＴ化の進展を踏まえた電磁的記録の証拠収集手続等の整備、

関税法を参考とした調査手続きの整備、規定の現代語化、国税通則法への編入など） 
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経済社会の構造変化を踏まえた 
個人所得課税改革 
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配偶者控除・配偶者特別控除の見直し 
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第一 平成29年度税制改正の基本的考え方 
１ 経済社会の構造変化を踏まえた個人所得課税改革 
 わが国の経済社会は近年において著しい構造変化を遂げている。個人所得課税についても、経済社会の構造変化を踏ま
えた改革を行っていく必要があるが、平成29年度税制改正においては、喫緊の課題への対応として、就業調整を意識しな
くて済む仕組みを構築する観点から配偶者控除・配偶者特別控除の見直しを行う。その上で、今後数年をかけて、基礎控
除をはじめとする人的控除等の見直し等の諸課題に取り組んでいくこととする。 
 

（1）配偶者控除・配偶者特別控除の見直し 
 就業調整を意識しなくて済む仕組みを構築するためには、税制、社会保障制度、企業の配偶者手当制度などの面で総合
的な取組みを進める必要がある。 
 税制面においては、このような仕組みとして、配偶者控除を廃止するという考え方や配偶者控除を廃止した上で夫婦世
帯を対象に新たな控除を認めるといった考え方がある。しかし、わが国の個人所得課税においては、一定の収入以下の扶
養親族を有する場合に、それぞれの事情に応じて納税者の担税力の減殺を調整することとしており、配偶者控除もその調
整の仕組みの一つである。また、諸外国においても配偶者の存在を考慮した仕組みが設けられている。こうした点を勘案
すれば、配偶者控除を廃止して、配偶者に係る配慮を何ら行わないことには問題がある。また、夫婦世帯を対象に新たな
控除を認めるとの考え方もあるが、全ての夫婦世帯を対象とすれば、高所得者の夫婦世帯にまで配慮を行うこととなり、
非常に多額の財源を必要とすることから、控除の適用に当たって夫婦世帯の所得に上限を設けることが必要となる。しか
し、わが国においては個人単位課税を採用しており、世帯単位で所得を把握することが難しいとの問題がある。また、夫
婦世帯を対象に新たな控除を設けることについて、国民の理解が深まっているとは言えない。こうした問題を踏まえると、
これらの考え方を具体的な制度改正の案として直ちに採用することは難しい。 
 他方で、配偶者が就業時間を調整することによって、納税者本人に配偶者控除が適用される103万円以内にパート収入を
抑える傾向があると指摘されている（いわゆる「103万円の壁」）。これについては、配偶者特別控除の導入によって、配
偶者の給与収入が103万円を超えても世帯の手取り収入が逆転しない仕組みとなっており、税制上、いわゆる「103万円の
壁」は解消している。それにもかかわらず収入を抑える傾向が生じる要因として、「103万円」という水準が企業の配偶者
手当制度等の支給基準に援用されていることや、いわゆる「103万円の壁」が心理的な壁として作用していることが指摘さ
れている。生産年齢人口が減少を続け人手不足と感じている企業が多い中、パート収入を一定の範囲内に抑えるために就
業時間を抑える傾向は、最低賃金が引き上げられていくにつれ、更に強まるのではないかということが懸念される。 

平成28年12月８日 
自 由 民 主 党 
公 明 党 

平成29年度税制改正大綱（抄）① 
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 このような就業調整をめぐる喫緊の課題に対応するため、所得税・個人住民税における現行の配偶者控除・配偶者特別
控除の見直しを行う。具体的には、所得税の場合、配偶者特別控除について、所得控除額38万円の対象となる配偶者の合
計所得金額の上限を85万円（給与所得のみの場合、給与収入150万円）に引き上げるとともに、現行制度と同様に、世帯の
手取り収入が逆転しないような仕組みを設ける。この給与収入150万円という水準は、安倍内閣が目指している最低賃金の
全国加重平均額である1,000円の時給で１日６時間、週５日勤務した場合の年収（144万円）を上回るものである。 
 こうした見直しは、働きたい人が就業調整を行うことを意識しないで働くことのできる環境づくりに寄与するものであ
り、また、人手不足の解消を通じて日本経済の成長にも資することが期待される。 
 同時に、配偶者控除・配偶者特別控除について、担税力の調整の必要性の観点から、これらの控除が適用される納税者
本人の合計所得金額に所得制限を設けることとし、国・地方を通じた税収中立を確保する。こうした所得制限は、後述す
る所得再分配機能の回復に資するものであるが、その際、所得に応じた税負担の差をなだらかにする観点から、所得控除
額を所得に応じて逓減・消失させていく仕組みとする。今回の配偶者控除・配偶者特別控除の見直しによる個人住民税の
減収額については、全額国費で補塡する。 
 就業調整を意識しなくて済む仕組みの構築は、税制だけで達成できるものではなく、社会保障制度などの関連する制
度・政策における取組みが重要である。本年10月より被用者保険の適用拡大が実施されているが、短時間労働者の就業調
整を防ぐなどの観点から今後も更なる適用拡大に向けた検討を着実に進めていくこととしており、今後とも就業調整につ
ながる要因を取り除いていくことが重要である。 
 また、配偶者が一定の収入以下であることを要件とする企業の配偶者手当制度等も就業調整の大きな要因の一つである。
配偶者手当制度等を有している企業に対しては、今般の配偶者控除・配偶者特別控除の見直しを踏まえ、労使の真摯な話
し合いの下、就業調整問題を解消する観点からの見直しを行うことを強く要請する。 

平成29年度税制改正大綱（抄）② 
平成28年12月８日 
自 由 民 主 党 
公 明 党 
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６３万円

５８万円 ５８万円

４８万円 ４８万円

３８万円

一般扶養
（16～18歳）

０円　　　　　 ０歳 １５歳 １６歳　　１８歳 １９歳　２２歳 　２３歳 ６９歳

同居老親
等加算

３８万円

老人扶養

【22年度改正】
25万円
縮減

　基礎控除

基礎控除 配偶者控除

年少扶養

【22年度改正】
廃止

　　　　　　　６３万円

特定扶養

一般扶養
（成年）

　配偶者（特別）控除 扶養控除

老人配偶者
（70歳以上）

（配偶者の給与収入）

３８万円

７０歳～

配偶者
特別控除

主 な 人 的 控 除 制 度 の 概 要（現行）
控
除
額

103万円 141万円

合計所得金額（給与所得控除（65万円）後の額）38万円

（年齢）

合計所得金額（給与所得控除（65万円）後の額）38万円

以下の扶養親族を有する者が対象
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主要国における配偶者の存在を考慮した税制上の仕組み等について 
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配偶者の給与収入0円 103万円 配偶者の給与収入 0円 103万円

いわゆる「103万円の壁」について

配偶者

特別控除

の導入後

世帯の
手取り

世帯の
手取り

昭和61年以前 現 行

配偶者の収入が103万円を超えると納税者本人が配偶者控除を受けられなくなることが配偶者の就労を抑制する「壁」に

なっているとの指摘がある（いわゆる103万円の壁）。これについては、配偶者の所得の大きさに応じて控除額を段階的に

減少させる配偶者特別控除の導入により、配偶者の収入が103万円を超えても世帯の手取りが逆転しない仕組みとなってお

り、税制上の103万円の壁は解消している。

（注）

（注）納税者本人が配偶者控除を受けることのできる配偶者の給与収入

の限度額。ここでは「現行」のグラフとの比較の観点から103万円と

しているが、昭和61年当時は90万円。
18 



  

①　家族手当の支給状況及び配偶者に対する家族手当の見直し予定の状況

（注１）（　）内は、家族手当制度がある事業所の従業員数の合計を100とした割合である。
（注２）［　］内は、配偶者に家族手当を支給する事業所の従業員数の合計を100とした割合である。

②　配偶者の収入による制限の状況

（注１）［　］内は、配偶者に家族手当を支給する事業所の従業員数の合計を100とした割合である。

（注２）＜　＞内は、配偶者の収入による制限がある事業所の従業員数の合計を100とした割合である。

③　扶養家族の構成別支給月額

（注）支給月額は、配偶者に家族手当を支給し、その支給につき配偶者の収入による制限がある事業所について算出した。

（人事院「平成28年職種別民間給与実態調査」により作成）

配偶者の手当を状
況の変化によって
は見直すことを検

討

23.2％［13.3％]

家族手当制度が
ある

家族手当制度が
ない

配偶者に
家族手当を
支給する

配偶者に
家族手当を
支給しない

配偶者の手当を
見直す予定が

ある

配偶者の手当を
見直す予定が

ない

76.8％ （87.0％） ［9.1％] ［77.6％］ （13.0％）

扶養家族の構成 支給月額

配偶者の収入に
よる制限が

ある

収入制限の額 配偶者の収入に
よる制限が

ない130万円 103万円 その他

[85.4％] <29.5%> <65.9%> <4.6%> [14.6%]

配偶者 14,024円

配偶者と子１人 20,094円

配偶者と子２人 25,593円

民間における家族手当の支給状況について
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基礎控除の見直し案 
配偶者控除の見直しに伴う民間企業の家族手当 

（配偶者手当）の見直しについて（アンケート結果） 

（日本経済団体連合会「2015年人事・労務に関するトップ・マネジメント調査結果」（2016年１月19日）より） 

基準の変更にあわせて、家族手当 
の支給基準の変更を検討 

73.6％ 
〔109社〕 

現行の家族手当の支給 
基準から変更しない 

21.6％ 〔32社〕 

基準の変更とは関係なく、家族 
手当の支給基準の変更を検討 

4.7％ 〔７社〕 

ｎ＝148 

「配偶者控除」や「健康保険被扶養者」の適用となる所得基準が変更となった場合の対応 
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515

520

460

465

470

475

480

485

490

495

500

505

510

515

520

525

530

535

540

545

世帯の手取り額は、

納税者本人と配偶者の給与収入の合計額から、

納税者本人と配偶者の所得税額、個人住民税額及び

社会保険料負担額を差し引いたもの。
(※)個人住民税は所得割のみで、均等割を含んでいない。

現行

配偶者の社会保険料負担が発

生（20万円）
※社会保険料負担の発生により、配偶

者に社会保険料控除が適用される。

103 150

配偶者の給与収入の増加に伴う世帯の手取り額の変化のイメージ図

（
世
帯
の
手
取
り
額
）

（配偶者の給与収入）

（単位：万円）

改正後
（配偶者の収入制限103

万→150万）

（前提）・ 納税者本人の給与収入は500万円と仮定。

・ 配偶者は中小企業等に勤めており、平成28年10月からの被用者保険の適用拡大の対象外。配偶者の給与収入が130万円以上

になると、配偶者は国民年金の第１号被保険者となるケースが一般的であるが、ここでは、配偶者の労働時間が正社員の４分

の３以上となり、厚生年金の加入者（国民年金の第２号被保険者）となると仮定。

（注）配偶者は、厚生年金の加入者となることで、将来的に基礎年金の上乗せとして所得比例年金の給付を受けることができることとなる。

130
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基礎控除の見直し案 配偶者控除・配偶者特別控除の見直しについて（案） 

（万円） 
38 

150 
(85) 

配偶者の給与収入 
（合計所得金額） 

155(90) 36 

31 

26 

21 

16 

11 

6 
3 

160(95) 

167(100) 

175(105) 

183(110) 

190(115) 

197(120) 

201 
(123) 

0 

（万円） 

201(123) 

103 
(38) 

141 
(76) 

納税者本人の 
受ける控除額 

（注） 納税者本人の給与収入（合計所得金額）が1,120万円（900万円）超1,220万円（1,000万円）以下の場合でも控除が受けられることとし、控除額が逓減・ 
   消失する仕組みとする。具体的には、納税者本人の給与収入（合計所得金額）が1,120万円（900万円）以下の場合の「控除額」を、納税者本人の給与 
   収入（合計所得金額）が、①1,120～1,170万円（900～950万円）の場合には、その控除額の2/3、②1,170～1,220万円（950～1,000万円）の場合には、 
   その控除額の1/3とし、③1,220万円（1,000万円）を超える場合には消失することとする。（控除額は1万円未満切上げ） 

○ 納税者本人の給与収入が1,120万円以下の場合（合計所得金額が900万円以下の場合） 

納税者本人の 
所得制限 

見直し前：なし 
（配偶者特別控除は、給与1,220万円

（合計所得金額1,000万円）で消失） 

見直し後： 
給与1,120万円（合計所得金額900万円）から逓減開始し、

給与1,220万円（合計所得金額1,000万円）で消失 

配偶者控除 ※ 配偶者特別控除 

平成30年分以後の 
 所得税について適用 

※老人配偶者控除の場合、48万円 
  （現行制度どおり） 

29改正案 
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（合
計
所
得
金
額
） 

納
税
者
本
人
の
給
与
収
入 

配偶者に係る所得制限 
所得 
控除額 

（万円） 

38 

150 
(85) 

給与収入 
（合計所得金額） 

155(90) 36 

31 

26 

21 

16 

11 

6 
3 

160(95) 

167(100) 

175(105) 

183(110) 

190(115) 

197(120) 

201 
(123) 

納税者本人に係る所得制限 

給与収入 
（合計所得金額） 

1,120 
(900) 

1,170 
(950) 

1,220 
(1,000) 

左記の控除額α 
（最大38万円） 

2 
3 α 

1 
3 α 

0 0 

所得 
控除額 

（万円） 

（万円） （万円） 
※ 所得控除額は、１万円未満切上げ 

201(123) 

基礎控除の見直し案 
控除額を納税者本人の所得に応じて 
逓減・消失させていく仕組み（案） 

  
配偶者控除 ※ 配偶者特別控除 

～103 
(～38) 

～150 
(～85) 

～155 
(～90) 

～160 
(～95) 

～167 
(～100) 

～175 
(～105) 

～183 
(～110) 

～190 
(～115) 

～197 
(～120) 

～201 
(～123) 

201～ 
(123～) 

～1,120 
(～900) 

38 38 36 31 26 21 16 11 6 3 － 

～1,170 
(～950) 

26 26 24 21 18 14 11 8 4 2 － 

～1,220 
(～1,000) 

13 13 12 11 9 7 6 4 2 1 － 

1,220～ 
(1,000～) 

－ － － － － － － － － － － 

配偶者の給与収入（合計所得金額） （単位：万円） 

※   老人配偶者控除については、納税者本人の給与収入（合計所得金額）が、①～1,120万円（～900万円）の場合、控除額48万円、②1,120～1,170万円（900～950万円）の 
  場合、控除額32万円、③1,170万円～1,220万円（950～1,000万円）の場合、控除額16万円、④1,220万円超（1,000万円超）の場合、適用なし。 

29改正案 
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第一 平成29年度税制改正の基本的考え方 
１ 経済社会の構造変化を踏まえた個人所得課税改革 
（2）今後の個人所得課税改革の方向性 
 上記の配偶者控除・配偶者特別控除の見直しは、個人所得課税改革の第一弾であり、今後も改革を継続していく。 
経済社会の著しい構造変化の中で、近年、結婚や出産をする経済的余裕がない若者が増加しており、こうした若い世代や
子育て世帯に光を当てていくことが重要である。そのため、税制、社会保障制度、労働政策等の面で総合的な取組みを進
める必要があるが、個人所得課税においては、所得再分配機能の回復を図ることが重要であり、各種控除等の総合的な見
直しを丁寧に検討していく必要がある。 
 基礎控除をはじめとする人的控除等については、現在、「所得控除方式」を採用しているが、高所得者ほど税負担の軽
減効果が大きいことから、主要諸外国における負担調整の仕組みも参考にしつつ、来年度の税制改正において控除方式の
あり方について検討を進める。具体的には、収入にかかわらず税負担の軽減額が一定となる「ゼロ税率方式」や「税額控
除方式」の導入のほか、現行の「所得控除方式」を維持しつつ高所得者について税負担の軽減額が逓減・消失する仕組み
の導入が考えられる。 
 雇用の流動化や、労働者に近い形態で働く自営業主の割合の増加など、働き方が様々な面で多様化している。現在の個
人所得課税は、所得の種類に応じた負担調整の仕組みを採用しているが、人的な事情に配慮を行いつつ、ライフスタイル
に合わせて多様な働き方を自由に選択できるようにすることが重要である。こうした観点から、給与所得控除などの「所
得の種類に応じた控除」と基礎控除などの「人的控除」のあり方を全体として見直すことを検討していく。 
 老後の生活など各種のリスクに備える自助努力を支援するための企業年金、個人年金、貯蓄・投資、保険等に関連する
諸制度のあり方について、社会保障制度を補完する観点や働き方の違い等によって有利・不利が生じないようにするなど
公平な制度を構築する観点から幅広い検討を行う。 
 個人住民税については、地方公共団体が提供する行政サービスの財源確保の面で最も重要な税であるとともに、応益課
税の観点から広く住民が負担を分かち合う仕組みとなっていることも踏まえ、制度のあり方を検討していく。その際、個
人住民税は、比例税率となっているため、控除方式の選択による税負担調整の効果に制約があることに留意する必要があ
る。 
 これらの改革に当たっては、個人所得課税の税制全体における位置づけや負担構造のあるべき姿について検討する必要
があり、丁寧に進めていくこととする。 

平成29年度税制改正大綱（抄） 
平成28年12月８日 
自 由 民 主 党 
公 明 党 
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所得控除方式の見直し 
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給与所得の

金額の計算

税額の計算

給
与
収
入
（

年
間
収
入
）

給
与
所
得
控
除

給
与
所
得
の
金
額

人
的
控
除
等

（

課
税
ベ
ー

ス
）

課
税
所
得
の
金
額

課税所得の
金額の計算

算出税額算出税額

給与所得者の所得税額計算のフローチャート

～ 195万円 5％
～ 330万円 10％
～ 695万円 20％
～ 900万円 23％
～1,800万円 33％
～4,000万円 40％
4,000万円～ 45％

税 率

基礎控除 38万円

配偶者控除 38万円

扶養控除 38万円

など

人的控除等

税額控除

～ 162.5万円 65万円
～ 180 万円 40％
～ 360 万円 30％＋ 18万円
～ 660 万円 20％＋ 54万円
～1,000 万円 10％＋120万円

1,000万円～ 220万円

給与所得控除

納付税額 26 



  
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

        

 
 

         

所得控除方式に代わる諸外国の制度（例） 

所得控除 （日本） ①ゼロ税率 （ドイツ・フランス） ②税額控除 （カナダ） 

累進税率を適用 

…ゼロ税率対象所得 …税額控除対象所得 

ゼロ税率を適用 

所 得 金 額 所 得 金 額 所 得 金 額 

③所得控除 （アメリカ・イギリス） 

課 税 所 得 課 税 所 得 課 税 所 得 

所得控除なしで 
累進税率を適用 

所得控除なしで 
累進税率を適用 

所得控除 

＝
 

＝
 

税額控除 

負担軽減 
負担軽減 負担軽減 

高所得者ほど大 
所得水準によらず一定 

最低 
税率 

所得控除額 

所得 

所得控除額 

所得 

所得によらず定額 

逓減・消失 

所得控除 （日本） 

課税所得の一部にゼロ税率を 
適用することにより税負担を 

求めないこととする方式 

一定の所得金額に最低税率を 
乗じた金額を税額から控除する 

ことにより税負担を軽減する方式 

所得控除額に一定の上限を設け 
所得の増加に応じて控除額を 

逓減・消失させる方式 

所得水準によらず一定 

所得金額から控除を行うことで 
一定金額までの所得について 

税負担を求めないこととする方式 
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0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

50%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

655万円 

836万円 

1,237万円 

1,449万円 

2,359万円 

4,559万円 

納税者の分布（所得税の限界税率ブラケット別） 

総計 約4,940万人 

（5％） 
約2,850万人 

（20％） 
約630万人 

（23％） 
約70万人 

（33％） 
約80万人 

（40％） 
約23万人 

（45％） 
約7万人 

（10％） 
約1,280万人 

約58％ 

約84％ 

約99.4％ 

約99.9％ 

約98％ 

約96％ 

（注１）平成28年度予算ベースの推計値に、給与所得控除の上限額の引下げ（平成29年分以後：給与収入1,000万円で控除額220万円）を加味。 

（注２）矢印の金額は、夫婦子２人（片働き）の給与所得者で子のうち１人が特定扶養親族、１人が一般扶養親族に該当する場合の給与収入金額である。 

（限界税率） 

（納税者数の割合） 
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働き方の多様化を踏まえた 
諸控除の見直し 
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正規・非正規雇用者数の推移 

30 
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老後の生活に備えるための自助努力 
を支援する公平な制度の構築 
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老後の備え等に対する自助努力（資産形成）への主な支援措置の現状（イメージ） 

個人型ＤＣ／国民年金基金 

小規模 
企業共済 

※役員のみ 

投資・貯蓄 
促進 

退職金共済 

企業年金等 

公的年金 

本人が（主に）拠出するもの 事業主が（主に）拠出するもの 事業主拠出・本人拠出（折半） 

（凡例）老後の備え等に対する自助努力（資産形成）への支援について、税制上の措置が講じられている主なものを掲げた。色分けの分類は以下のとおり。 

ＮＩＳＡ（上場株式等） 

個人年金（保険） 

財形住宅・年金貯蓄（預貯金、保険等） 
※ 従業員のみ 

障害者等マル優等（預貯金、公債等） 

中小企業 
退職金共済 

※ 従業員のみ 
小規模企業共済 

個人型ＤＣ（注１） 

厚生年金 

基礎年金 基礎年金 

（注１）平成28年の確定拠出年金法改正により、企業年金加入者、公務員等共済加入者、第３号被保険者について個人型ＤＣへ加入できることとされた（平成29年１月１日施行）。 
（注２）平成28年の確定拠出年金法改正により、企業年金の実施が困難な小規模事業主（従業員100人以下）については、従業員の個人型ＤＣに係る拠出限度額の範囲内で事業主が追加拠出を行える  
   こととされた（施行日は改正法の公布の日（平成28年６月３日）から２年以内で政令で定める日とされている。）。 

基礎年金 

本人拠出なし 

正規雇用労働者 
（大企業役員・従業員） 

正規雇用労働者 
（中小企業役員・従業員） 

非正規雇用労働者 
自営業主 

（雇用的自営等） 
自営業主 

（伝統的自営業、士業等） 

専業主婦 
（正規雇用労働者の 

無就業配偶者） 

企業型／個人型確定拠出年金 
（企業型ＤＣ／個人型ＤＣ（注１，２）） 

 
 

確定給付企業年金（ＤＢ） 

企業が任意で
実施 

ＤＢ及び企業型ＤＣは、企業が任意で実施。厚生年金被保険者のう
ち企業年金加入者の割合は、４割弱。 
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デフレ脱却・経済再生に向けた税制措置 
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研究開発税制の見直し 

○ 官民の研究開発投資を2020年に対ＧＤＰ比４％以上とする政策目標の着実な達成のため、試験研究費の
増減に応じて支援にメリハリをつける仕組みへ見直し。 

○ ビッグデータ等を活用した「第４次産業革命型」のサービス開発を試験研究費の範囲に追加。 

○ 高水準型の適用期限を２年延長。 

○ オープンイノベーション型の研究開発を促進するため、特別試験研究費制度の使い勝手を向上。 

税額控除率 試験研究費の増加＊に応じ、５～３０％ 

控除限度額 法人税額の１０％（増加型 or 高水準型） 

増加型（28年度末期限） 

税額控除率 （試験研究費割合－１０％）×２０％ 

控除限度額 法人税額の１０％（増加型 or 高水準型） 

高水準型（28年度末期限） 

適用期限を２年延長 

   ≪現 行≫ 

税額控除率 ８～１０％（中小法人１２％） 

控除限度額 法人税額の２５％ （一般試験研究費） 

対象となる 
試験研究 

・製品の製造 
・技術の改良、考案又は発明 

総額型 

オープンイノベーション型（特別試験研究） 

手続きの見直しにより使い勝手の向上を図る 

     ≪改正案≫ 

税額控除率 
試験研究費の増減に応じ、６％～１４％※  
（中小法人：１２～１７％※） 

控除限度額 

法人税額の２５％ （一般試験研究費） 

 ＊ 中小法人：10％上乗せ（増加率５％超の場合）※ 

 ＊ 試験研究費が平均売上金額の10％超の場合： 
    0～10％上乗せ※ 

              （高水準型との選択） 

対象となる
試験研究 

・ビッグデータ等を活用した「第４次産業革
命型」のサービス開発を追加 

総額型 

高水準型 

オープンイノベーション型（特別試験研究） 

＊過去３年間の試験研究費の平均と比較 
※ 

※ ２年間の時限措置 
 総額型の控除率については  
大  法  人：10％超 

 中小法人 ：12％超 の部分 

29改正案 
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0%

10%

20%

-35% -25% -15% -5% 5% 15% 25% 35%

総額型の税額控除率の見直し 

0%

10%

20%

-35% -25% -15% -5% 5% 15% 25% 35%

平均的には８．５％程度 

（税額控除率） 

（試験研究費の増減率） 

試験研究費の増減にかかわらず 
一定の税額控除率 

試験研究費の増減に応じた税額控除率とし 
増加インセンティブを強化 

【現 行（総額型）】 【改正案】 

（試験研究費の増減率） 

（税額控除率） 

○ 現行の総額型が、企業の研究開発投資の一定割合を単純に減税する形となっている構造を見直し、試験研
究費の増減に応じた税額控除率とすることで、増加インセンティブを強化。 

６％ 
（下限） 

９％ 

１４％ 
（上限） 

政府目標（※）に 
整合的な増加率 

より高い 
インセンティブ 

（※）官民の研究開発投資を2020年に対GDP比4％以上（民間については同3％）とする目標。 

29改正案 
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試験研究費へのサービス開発の追加 

○ ＩｏＴ、ビッグデータ、ＡＩ等を活用した「第４次産業革命」が進展する中、こうした技術を
利用する新たなビジネスの創出を後押しすることが必要。 

○ 研究開発税制の支援対象に、これまでの製造業による「モノ作り」の研究開発に加え、ビッグ
データ等を活用した「第４次産業革命型」のサービス開発を新たに追加。  

 ○ 製品の製造 
 ○ 技術の改良・考案・発明 
   にかかる試験研究のために要する費用 

 ○ 第４次産業革命型のサービス開発を追加 
  ・センサー等による自動的なデータの収集 
  ・専門家による情報解析技術を用いた分析 
  ・新たなサービスの開発 

改正案 

農業支援サービス 
 
センサーにより農地の温度や湿度
等を細かく収集・分析 
 
→効果的な農作業情報を配信 

自然災害予測サービス 
 
ドローンにより山地の地形や降雪
状況等を収集・分析 
 
→的確な自然災害予測を提供 

試験研究費の定義（現行制度） 

 ＜参考イメージ（経産省資料より抜粋）＞ 

ヘルスケアサービス 
センサーにより個人の運動や睡眠状
況、心拍等の情報を収集・分析 
 
→各個人に最適なフィットネスプラン
や食事プラン等を提供 

オーダーメードの 
トレーニング動画の配信 

（出所）iTunesより （出所）ウォーターセルHP 

水田用特殊センサー 

（出所）Fitbit Web 

29改正案 
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オープンイノベーション型の運用改善（案） 

○ 私立大学における受託研究の非課税措置について、実施期間が３ヵ月以上との要件を撤廃、研
究結果の帰属や公表に係る要件を緩和 

 契約変更があった場合には、その
契約変更日以後に支出した費用の
みが対象。 

 契約変更前に支出した費用であっ
ても、その契約に係るものであるこ
とが明らかであり、その支出日と契
約変更日が同一事業年度であれば、
対象とする。 

 自社外試験研究費の対象となる費
目は、原材料費、人件費、旅費、経
費及び外注費に限定。 

 共同・委託研究に要した費用とする。 
  これにより、共同・委託研究先であ
る大学等の研究施設における光熱
費、修繕費等が対象となる。 

 事業年度終了時における特別試験
研究費の額であることの確認は、費
用内訳（明細書）と領収証等との突
合により行うこととされている。 

領収証等との突合までは求めない 
こととする。 

対象費用の追加・変更の柔軟化 対象費目の拡大 確認方法の簡素化 

○ 現在、オープンイノベーション型については、高い控除率を設定しているにもかかわらず、手
続き面の負担等を背景に、十分なインセンティブ効果が発揮できているとは言いがたい状況。 

○ オープンイノベーション型の手続要件を企業活動の実態を踏まえて適正化することで、オープ
ンイノベーションの更なる促進を図る。 

（参考）オープンイノベーションの促進に関連する項目 

29改正案 
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所得拡大促進税制の見直し 

現 行 改正案 

大企業 

【要件】 
① 給与等支給総額： 平成24年度から一定割合以上増加 
② 給与等支給総額： 前事業年度以上 
③ 平均給与等支給額： 前事業年度を上回る 

 
【税額控除】 
• 給与等支給総額の２４年度からの増加額の１０％ 

【要件】 
 ①・②  変更なし  
 ③ 平均給与等支給額：前年度比２％以上増の要件に変更   
  
【税額控除】 
• 給与等支給総額の２４年度からの増加額に対する１０％の

税額控除に加え、前年度からの増加額について、２％の税
額控除を上乗せ                  →合計１２％ 
 

 
 

中小企業 

【要件】 
 ①～③ 同上 
 ※ 但し①の増加割合は以下の通り。 
 
【税額控除】 
• 給与等支給総額の２４年度からの増加額の１０％ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【要件】 
 ①～③ 変更なし 
 
【税額控除】 
• 給与等支給総額の２４年度からの増加額に対する１０％の

税額控除に加え、平均給与等支給額が前年度比２％以上
増の場合は、給与等支給総額の前年度からの増加額につ
いて、１２％の税額控除を上乗せ         →合計２２％ 

≪要件①の増加要件割合≫ 

４％ ５％ ２％ ２％ ３％ 

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ２４ Ｈ２７ Ｈ２６ Ｈ２５ 

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ２４ Ｈ２７ Ｈ２６ Ｈ２５ 

２％ ２％ ３％ ３％ ３％ 

≪要件①の増加要件割合≫ 

１０％控除 
１０％控除 

１２％控除 

１０％控除 

（賃上げ率２％以上の場合） 

２２％控除 

１０％控除 

４％ ５％ ２％ ２％ ３％ 

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ２４ Ｈ２７ Ｈ２６ Ｈ２５ 

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ２４ Ｈ２７ Ｈ２６ Ｈ２５ 

２％ ２％ ３％ ３％ ３％ 

29改正案 
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法人税の申告期限の見直し 

○ 企業と投資家の対話の充実を図るため、株主総会の開催日の分散等が課題。 

○ 会計監査人設置会社が事業年度終了後３ヵ月を超えて株主総会期日を設定した場合、株主総会後に
法人税の申告を行うことを可能とする。 

【原則】 
 事業年度終了日後２ヵ月以内に申告書を提出 
 
【特例】 
会計監査人の監査を受けなければならないこと等の理
由により決算が確定しない場合には、申告期限を事業
年度終了後３ヵ月まで延長可能 

※ 特別の事情がある場合には、税務署長が指定する期
間延長可能 

≪現 行≫ 

会計監査人を置いている法人で、定款等の定めに
より事業年度終了後３ヵ月以内に定時株主総会が
招集されない場合には、申告期限を事業年度終了
後最大６ヵ月まで延長可能とする 

≪改正案≫ 

＜株主総会・申告期限のスケジュール例＞ 

株主総会 
（例えば８月開催） 

決算日 

６／末 ８／末 ３／末 

【現行（特例）】 
事業年度終了後 

３ヵ月以内 

【改正案】 
株主総会開催月 

（事業年度終了後６ヵ月以内が限度） 

申告期限の延長 

９／末 
（例：３月決算企業が８月に株主総会を開催する場合） 

５／末 

【原則】 
事業年度終了後 

２ヵ月以内 

29改正案 
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○ 「攻めの経営」を促す観点から、経営者に中長期インセンティブを付与するため、利益連動給与につい
て、複数年度の利益に連動したものや、株価に連動したものも損金算入の対象とする等の見直しを行う。 

役員給与等に係る税制の整備  

 

① 定期同額給与 
 同左 

② 事前確定届出給与 
   所定の時期に確定した数の株式・ストックオプション

を交付する給与を追加 

③ 業績連動給与 
 １．算定指標に株価等を追加 
 ２．複数年度の指標を用いることを可能とする 
 ３．株式・ストックオプションの確定数を限度とするもの

を追加 
 ４．非同族会社の１００％子会社が支給するものを追加 

※ 業績連動退職給与・ストックオプションによる給与を
上記②・③の対象とし、各要件を満たす場合に損金算
入可能とする。 

○ 譲渡制限付株式（リストリクテッド・ストック）・ストック
オプション報酬 

  子会社の役員等にも拡大。 

 

≪改正案≫ 
○ 役員給与のうち、以下のものは損金算入可 

 ① 定期同額給与 
   １ヶ月以下の一定期間ごとに同額で支給する給与 

 ② 事前確定届出給与 
    所定の時期に確定額を支給する旨の定めに基づい

て支給する給与（譲渡制限付株式による給与も対象） 

 ③ 利益連動給与 

  １．利益の状況を示す指標を基礎に算定 
  ２．当該事業年度の指標に限定 
  ３．確定額を限度とするもの 
  ４．非同族会社が支給するもの 

※ 退職給与・ストックオプションによる給与は、上記①～
③にかかわらず、損金算入 

 
 
○ 譲渡制限付株式（リストリクテッド・ストック）・ストック 

オプション報酬 
  自社役員等に付与対象が限定。 
 （譲渡制限付株式については100％子会社の役員等を含む。） 

≪現 行≫ 
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Ａ社 Ｂ社 

組織再編成税制等の見直し（案） 

○ 企業の機動的な事業再編を可能とするため、特定事業を切り出して独立会社とする「スピンオフ」を

行う際に、一定の要件のもとで、譲渡損益や配当に係る課税を行わないこととする。 

 （スピンオフを適格組織再編成に追加） 

①事業部門のスピンオフの場合（単独新設分割型分割） 

Ｂ社に移転する資産に対する 
譲渡損益課税 

会社分割と同時
にA社がB社株を
現物分配 

一般株主の 
みなし配当課税 

Ａ社 
Ｂ事業 

Ａ社 

Ｂ社 

Ａ社 Ｂ社 

A社がB社株
を現物分配 

一般株主の 
配当課税 

Ｂ社株式に対する 
譲渡損益課税 

一般株主 一般株主 

②完全子会社のスピンオフの場合（現物分配） 

⇒適格要件を満た
せば対象外 

⇒適格要件を満た
せば対象外 

⇒適格要件を満た
せば対象外 

⇒適格要件を満た
せば対象外 

会社分割 

【適格要件】 
   現行の適格組織再編成の要件を参考に、役員の継続、従業員引継ぎ、事業継続等に係る要件を設ける。 

･･･ ･･･ ･･･ 
･･･ 

100％ 
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少額からの積立・分散投資を促進するための「積立ＮＩＳＡ」の創設（案） 

 ◎ 家計の安定的な資産形成を支援する観点から、少額からの積立・分散投資を促進するための「積立ＮＩＳＡ」を
新たに創設する（現行ＮＩＳＡと同様、口座内で生じた配当及び譲渡益について非課税）。 

積立ＮＩＳＡ 現行ＮＩＳＡ 

年間の 
投資上限額 40 万円 

120 万円 
（平成26・27年は100万円） 

非課税期間 20 年間 ５ 年間 

口座開設可能期間 20 年間 
（平成30年～平成49年） 

10 年間 
（平成26年～平成35年） 

投資対象商品 
積立・分散投資に適した一定の公募等株式投資信託 

（商品性について金融庁が定める要件を満たしたものに限る） 
上場株式・公募株式投資信託等 

投資方法 契約に基づき、定期かつ継続的な方法で投資 制限なし 

制度イメージ 

いずれかを選択 

（一定期間ごとに口座開設者に係る確認を実施） 

（単位：万円） （単位：万円）  1年目  2年目  3年目  4年目 17年目 18年目 19年目 20年 目

40 ・・・ ・・・ ・・・

40 ・・・ ・・・ ・・・

40 ・・・ ・・・ ・・・

40 ・・・ ・・・ ・・・

40 ・・・ ・・・ ・・・

40 ・・・ ・・・ ・・・

20
年
間

・・・

 1年目  2年目  3年目  4年目  5年目

120 ロールオーバー可

120

120

120

120

120

10
年
間

・・・
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ローカルアベノミクスの推進 
（中堅・中小事業者の支援、地方創生の推進） 
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地域未来投資促進税制の創設 

地域中核事業計画（仮称） 
  

（認定のポイント）  
 ・都道府県の策定する基本計画に合致していること 
 ・地域経済に対して高い波及効果があること 
 ・国内外における競争力を有すること 
 
（主な支援措置） 
 課税の特例 
  金融支援、専門的アドバイス、規制特例 

 
国 
 

 
都道府県 

 

認
定 

事
業
者 

策
定 

地域固有の強みを活かした以下のような事業を想定。 
 ・先端技術を活かした成長ものづくり分野（医療機器、航空機等） 
 ・第４次産業革命関連分野（ＩｏＴ、ビッグデータ、ＡＩ等） 
 ・食関連・地域商社（農水産品の海外市場獲得等） 
 ・新たなニーズをターゲットにした観光・商業、スポーツ活用ビジネス 
 ・医療・健康・教育関連サービス       等 

新たな法的枠組みにおける支援スキーム（案） 

 
（確認における追加要件）  
・高い先進性を有すること 

 

課税の特例措置 
確
認 

  ＜対象事業のイメージ＞ 

○ 地域経済を牽引する地域中核企業による、地域経済に波及効果のあり、高い先進性を有する新たな

事業への挑戦を促すための投資促進税制を創設する。 

● 認定された事業計画に基づいて行う 

 設備投資について以下の措置を講じる。 

 
 
 
 
 

 ＊ 取得価額１００億円を限度。 

対象設備 特別償却 税額控除 

機械装置・ 
器具備品 ４０％ ４％ 

建物・附属設備・
構築物 ２０％ ２％ 

課税の特例の対象・内容 

※ 国の確認に際しては、有識者で構成される第三者
委員会で評価 

 

※ 

（注） 

（注） 前年度の減価償却費の１０％を超える設備投資を対象 
   （地方自治体が事業者として参画する場合を除く） 
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機械装置 ソフトウェア 

中小企業投資促進税制等の拡充等（案） 

器具備品 建物附属設備 ※資本金 
 3000万円 
 以下の法人  
 に適用 

工具* 

*測定工具・検査工具 

生産性向上設備 

車両等 

商業・サービス業・農林水産業活性化税制 

 

中小企業投資促進税制 
 

即時償却 

税額控除 
７or１０％※ 

特別償却 
３０％ 

税額控除 
７％※ 

 ○ 中小企業の「攻めの投資」を後押しするとともに、我が国のＧＤＰの約７割を占めるサービス産業の生産性の向

上を図るため、中小企業投資促進税制の上乗せ措置を改組し、中小企業経営強化税制を創設した上で、対象

設備を拡充し、これまでの上乗せ措置において対象外であった器具備品・建物附属設備を追加。            

適用期間は２年間。 

 ○ 中小企業投資促進税制、商業・サービス業・農林水産業活性化税制の適用期限を２年延長。 

中小企業経営強化税制 

収益力強化設備 

  ● 中小企業経営強化法の認定計画に基づく設備投資を対象とする。 ※拡充部分 

・旧モデルと比べて生産性＊が年平均１％以上改善する設備 
 ＊例：省エネ効率 

・投資収益率が５％以上の投資計画に係る設備 

【税額控除限度額】中小企業経営強化税制、中小企業投資促進税制、商業・サービス業・農林水産業活性化税制を合わせ、法人税額の２０％を上限とする。 
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237,203 
(31.4%) 

303,745 
(40.2%) 

165,525 
(21.9%) 

25,279 
(3.3%) 

21,091 
(2.8%) 2,076 

(0.27%) 
1,019 

(0.13%) 
48 

(0.01%) 
23 

(0.00%) 
0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

0円超 

100万円以下 

100万円超 

800万円以下 

800万円超 

5,000万円以下 

5,000万円超 

1億円以下 

1億円超 

5億円以下 

5億円超 

10億円以下 

10億円超 

50億円以下 

50億円超 

100億円以下 

100億円超 

（件） 

（所得） 

中小企業向けの租特適用要件の見直し 

○ 財務基盤の弱い中小企業を支援するという本来の趣旨を踏まえ、中小企業向け租税特別措置の適用を受けるための要件と

して、課税所得（過去３年間平均）が１５億円以下であることを加える（平成３１年４月より適用）。 

○ この対象となる措置は、租税特別措置法における中小企業向け優遇措置のみ（法人税法に規定される欠損金の繰越控除や

地方税法本則に規定される外形標準課税等については、従前通り、中小企業として取り扱う）。 

大企業 （資本金１億円超） 中小企業 （資本金１億円以下） 

１５億円 １,６００万円 

【参考１】 平均所得（利益法人の１０年平均） 

【参考２】 会計検査院の財務大臣・経済産業大臣に対する意見表示（２２年１０月２６日）（抄） 

 多額の所得を得ていて財務状況が脆弱とは認められない中小企業者が、中小企業者に適用される特別措置の適用を受けている事態が見受けら

れたことから、財務省及び経済産業省において、地域経済の柱となり雇用の大半を担っている財務状況が脆弱な中小企業者を支援するという当該

特別措置の趣旨に照らして有効かつ公平に機能しているかの検証を踏まえ、中小企業者に適用される特別措置の適用範囲について検討するなど

の措置を講ずるよう意見を表示する。 

（注）「租税特別措置の適用実態調査」（26年度）より作成。括弧の中の数字は利益法人に占める割合。 

中小企業の課税所得の分布 
（※ 利益法人割合：約３割） 
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５． 資産管理会社要件の報告の簡素化、提出書類の削減  ⇒  制度利用に伴う事務負担を軽減 

 

３. 相続時精算課税制度の併用を可能に ⇒ 取消時の税負担への不安を軽減 

   贈与税の納税猶予の適用を受ける株式等について、相続時精算課税制度の適用を可能とする。 

４. 切替要件の見直し ⇒ 意欲ある中小企業者の成長を支援  

  生前贈与後に贈与者が死亡し相続税の納税猶予を適用する際、中小企業者要件・非上場会社要

件を撤廃。 

○ 要 件 の 緩 和  ～安心して制度が利用できるように～ 

○ 生 前 贈 与 の 促 進   ～早期の計画的な事業の承継を支援～ 

○ 手 続 の 簡 素 化 ～より使い勝手のよい制度へ～ 

  ※取引相場のない株式の評価についても、相続税法の時価主義の下、より実態に即したものに見直す。 

事業承継税制の見直し【平成２９年度改正（案）】 

１. セーフティネット規定の創設  ⇒ 災害等で要件を満たさなくなった場合でも引き続き猶予を継続 
     
   ①災害による資産の被害が大きい会社、 ② 従業員の多くが属する事業所が被災した会社、 

    ③災害や主要取引先の倒産等により売上高が大幅に減少した一定の会社について、雇用確保要件の

緩和等を行う。 

２. 雇用確保要件の計算方法の見直し   ⇒ 従業員の少ない小規模事業者に対する配慮  
    維持すべき従業員数〔贈与時等の従業員数×80%〕の計算上、端数を切り捨て（現行：切上げ） 
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地方拠点強化税制の拡充 

○ ローカルアベノミクスを推進する観点から、地方拠点強化税制の投資減税部分の控除率を維持する
とともに、地方拠点での新規雇用者数に応じた税額控除制度について、無期・フルタイムの新規雇用
に対する税額控除額を上乗せ。 

類型 平成27年度 平成28年度 
平成29年度 

現行 改正案 

移転型 ７％ 7％ ４％ ７％ 

拡充型 ４％ 4％ ２％ ４％ 

② 雇用促進税制の特例の拡充 

10万円 

特定業務施設における増加雇用者 

50万円 
(20万円(注)) 

※ 特定業務施設における新規雇用者のうち､非正規雇用者の比率が全国平均(40％)を超える場合､超過した非正規雇用者に関する 
  税額控除額は10万円減額。 

＜移転型の１階部分、拡充型＞ 

⇒ 税額控除率を現行水準に維持。  ① オフィス等に係る税額控除 

それ以外 
(非正規雇用者等) 

50万円 
(20万円(注)) 

新規雇用者で 
無期・フルタイム 

50万円 
(20万円(注)) 

それ以外 
(非正規雇用者等) 

50万円 
(20万円(注)) 

新規雇用者で 
無期・フルタイム 

特定業務施設における増加雇用者 

 ⇒  特定業務施設での増加従業員の過半数が東京２３区からの転勤者であるとの要件を緩和し、
東京２３区における従業員の減少人数に応じて、特定業務施設での新規雇用者を含めること
ができることとする。 

(※) 

（注） 法人全体の雇用者増加率が10％未満の場合は20万円 

現行 

③ 移転型事業の要件緩和 

改正案 

⇒ 無期・フルタイムの新規雇用に対する税額控除額を上乗せ 【特定業務施設】 
事業者の事業や業
務を管理、統括、
運営している施設 
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到着時免税店制度について（案） 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

 

 
 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

【現  行】 旅客がその入国の際に携帯して輸入する個人使用目的の物品は、関税及び内国消費税  
        （酒税・たばこ税を含む）が一定の範囲内（※）で免除される（携帯品免税制度）。        
            ※ 酒類３本、たばこ２カートン(居住者)、香水２オンス、その他合計額20万円以下の物品 
 

【見直し案】  旅客の利便性の向上等の観点から、全国各地の空港等の到着エリアにおける免税店 
        （いわゆる到着時免税店）の導入を可能とし、到着時免税店において購入した物品を現行 
                    の携帯品免税制度の対象に追加する。 
 

到着時免税店の導入（案） 

【入国旅客の免税品購入の流れ】 

 
 

 
 

 
 

Ｃ 
到着時免税店 

免税品 

携
帯
品
申
告
（
Ａ
＋
Ｂ
＋
Ｃ
） 

外国 
購入品 
Ａ 

 

 

外
国 

 

機
内 

 
 

到
着
空
港 

入
国
手
続
（
関
税
） 

機内 
免税品 

Ｂ 
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酒税改革（案）について 

○ 類似する酒類間の税率格差が商品開発や販売数量に影響を与えている状況を改め、酒類
間の税負担の公平性を回復する等の観点から、ビール系飲料や醸造酒類の税率格差の解
消、ビールの定義拡大など、酒税改革に取り組む。 

○ この改革は、厳しい財政状況や財政物資としての酒類の位置付け等を踏まえ、税収中立で
行う。 

○ 税率の見直しに当たっては、消費者や酒類製造者への影響に配慮して、十分な経過期間
を確保しつつ段階的に進める。 

   税率の段階的な見直しについては、その都度、経済状況を踏まえ、酒税の負担の変動が家
計に与える影響等を勘案して検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて
所要の措置を講ずるものとする。 

○ 今回の酒税改革により、酒類製造者が消費者にとって真に魅力ある商品の開発に経営資
源をシフトすることや、地域の特色を活かした魅力ある商品の開発が進み、地方創生の牽引
役となることが期待される。 

    さらに、国際的にも評価される商品の開発が進み、日本産酒類のブランド価値の向上や、
日本の酒類産業の国際競争力の強化にもつながる。 

29改正案 
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税率構造の見直し（案） 

○ ビール系飲料の税率について、平成38年10月に、１㎘当たり155,000円（350㎖換算54.25円）に一本化する（３

段階で実施）。 

○ 醸造酒類（清酒、果実酒等）の税率について、平成35年10月に、１㎘当たり100,000円に一本化する（２段階で

実施）。 

○ その他の発泡性酒類（チューハイ等）の税率について、平成38年10月に、１㎘当たり100,000円（350㎖換算35

円）に引き上げる。これにあわせて、低アルコール分の蒸留酒類及びリキュールに係る特例税率についても、平

成38年10月に引き上げる。 

○ 税率の段階的な見直しについては、その都度、経済状況を踏まえ、酒税の負担の変動が家計に与える影響等

を勘案して検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずる。 

ビール系飲料

ビール
77円

70円
63.35円

発泡酒
46.99円

新ジャンル
28円

37.8円

54.25円

H32．10

（2020.10）

H35．10

（2023.10）

H38．10

（2026.10）

12万円
11万円

10万円

8万円

清 酒

果実酒

9万円

清酒・果実酒

（注）税率は350㎖換算 （注）税率は１㎘当たり

チューハイ等

（注）税率は350㎖換算

28円

35円

（※） 低アルコール分の「蒸留酒類」

及び 「リキュール」に係る特例税率（下限税率）

チューハイ等

低アル蒸留酒等（※）

H32．10

（2020.10）

H35．10

（2023.10）

H38．10

（2026.10）

H32．10

（2020.10）

H35．10

（2023.10）

H38．10

（2026.10）
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○ 今回の改革により、ビール系飲料の税率を５４.２５円に一本化することで、ビールの税率とし
ては、価格比で見て戦後最低水準となる。 

○ 「日本のビールの税率は、国際的に見て高い」と言われることがあるが、たとえばヨーロッパ
では、清潔な飲み水を手に入れることが難しかった時代からビールが好まれていたという歴史
があるとも言われており、こうした国情の違いも踏まえれば、単純な比較は馴染まない。 
 それでも、今回の改革によりビールの税率が５４.２５円まで下がれば、イギリスやオーストラリ
ア等並みとなり、国際的に遜色の無い水準になると言える。 

主なOECD諸国におけるビール（１ℓあたり）に係る酒税額 

77% 

41% 

31% 
30

35

40

45

50

55

60

65

70

75

80

25 30 35 40 45 50 55 60 2 7 12 17 22 27 32 37

（％） 

（年度） 

ビール（大瓶633㎖）の酒税負担率の推移 

日本のビールの税率（220円/ℓ） 

改革完成後の税率（155円/ℓ） 

（平成） （昭和） 

税率一本化後の水準（ビール系飲料） 

   



ビールの定義の拡大（案） 

○ 現行の 「ビール」の定義（＝「ビール」と表示して販売できる商品の範囲）は、麦芽比率は６７％以上とされ、

麦芽、ホップ及び水以外に使用できる副原料は、麦、米、とうもろこし等に限定されている。 

  （多様な副原料を用いた商品や麦芽比率が若干低い商品は、「ビール」と同じ税率が適用されるが、分類上

は「発泡酒」となり、「発泡酒」と表示して販売することが求められる。） 

○  地域の特産品を用いた地ビールの開発を後押しする観点や、外国産ビールの実態を踏まえ、平成３０年４

月に、麦芽比率５０％以上の商品や、副原料として果実（果肉・果皮）や一定の香味料を少量用いている商品

を、ビールの定義に追加する。 

０％ 

主原料（麦芽、ホップ、水） 

副原料（麦、米、とうもろこし等）  

（麦芽又は麦を原料の一部としたもので「発泡性」を有するもの） 

ビール 

発泡酒 

（見直し案）
50％ 

（見直し案）副原料の範囲に、 
  果実や一定の香味料を追加 

100％ 

原料の範囲 

麦
芽
比
率  67％ 
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ビール系飲料の範囲拡大（案） 

○ ビール系飲料の税率一本化に向けて、新ジャンルのほか、将来的に開発されうる類似商品も含

めてその対象に取り込めるよう、ホップを原料の一部とする商品や、色度や苦味価が一定以上の

商品を発泡酒の定義に追加することとし、ビール系飲料の第２段階の税率見直しとあわせて、平

成３５年１０月より実施する。 

（※２） 税率見直しの第２段階では、新たに発泡酒に追加される酒類（新ジャンル以外）の税率は、ビール並びとする。 

税率（３５０㎖換算） 

 ビール 
✔麦芽・ホップ・水・法定副原料のみ使用 
✔麦芽比率６７％以上 77.00円 

発泡酒 ✔麦芽を使用 46.99円 

新ジャンル 
✔エンドウたんぱく・ホップ等を使用 
✔発泡酒（ホップ使用）に麦スピリッツを混和 28.00円 

その他の発泡性酒類 ✔その他（チューハイ等） 

 ビール 
✔麦芽・ホップ・水・法定副原料（一部拡大）のみ使用 
✔麦芽比率５０％以上 54.25円 

発泡酒 
✔麦芽を使用 
✔ホップを使用（※現行の新ジャンルは全て該当） 
✔その他のビール類似商品 （苦味価・色度一定以上） 

54.25円 

その他の発泡性酒類 ✔その他（チューハイ等） 35.00円 

（※１） 新ジャンル以外でホップを使用する発泡性酒類の税率は、ビール並びとされている。 

改革完成後 

現 行 

29改正案 
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 地方創生の推進や日本産酒類のブランド価値向上等の観点から、「酒蔵ツーリズム」の魅力を高めていくため、酒類製造者が
輸出酒類販売場（仮称）の許可を受けた製造場において外国人旅行者等向けに販売した酒類について、酒税を免税とする制度
を導入する。 

    （許可要件） 
  ・ 消費税の輸販場の許可を受けた製造場であること 
  ・ 過去に許可の取消しを受けた者の製造場でないこと   等 
 （免税対象酒類） 
  ・ 製造免許を受けた酒類と同一品目 
  ・ 製造者が自ら製造した酒類                    等 

① 単式蒸留焼酎製造免許保持者の「原料用アルコール」最低製造数量基準 

○ 単式蒸留焼酎の製造免許を受けている製造場において 
○ 地域の特産物を原料として原料アルコール（単式蒸留焼酎の製造過程で 
 得られるものに限る）を製造し 
○ 特区内の旅館・飲食店等で飲用に供する             場合には、 

最低製造数量基準 
（原料用アルコール） 

「適用除外」 
（本則：６㎘/年） 

② 単式蒸留焼酎の製造免許に係る最低製造数量基準 

○ 地域の特産品を原料として 
○ 単式蒸留焼酎を少量製造（年間10㎘まで）しようとする     場合には、 

最低製造数量基準 
（単式蒸留焼酎） 

「適用除外」 
（本則：10㎘/年） 

その他地方創生に資する制度改正（案） 

 ○ 訪日外国人旅行者等向けに製造場で販売した酒類に係る酒税の免税制度の創設 

 地域の特色を活かした酒類の製造を後押ししていく観点から、構造改革特区の枠組みを活用して、「単式蒸留焼酎」の製造過
程で製成される少量の初垂れ（酒税法上の「原料用アルコール」）を特区内で提供する場合や、地域の特産品を原料として「単式
蒸留焼酎」を少量製造しようとする場合に、各酒類の製造免許に係る最低製造数量基準を適用しないこととする。 

訪日旅行者 酒蔵訪問 酒類購入 帰国 輸
出
酒
類
販
売
場
の
許
可 

消費税免税 
＋ 

酒税免税 

 ○ 構造改革特区における酒類の製造免許に係る最低製造数量基準の緩和 

29改正案 
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経済活動の国際化・ＩＣＴ化への対応と 
租税回避の効果的な抑制 

60 



「今後の国際課税のあり方についての基本的考え方」（骨子） 
 

○ 企業の健全な海外進出の促進と、租税回避・税源浸食の防止 
    ⇒ 今後、国際課税に関連する制度改正に取り組むに当たっては、グローバル経済の構造変化や日本経

済の位置づけ等を踏まえた「基本的考え方」を明確にし、整合的・戦略的に検討する必要 

１. 問題意識 

○ グローバル経済における過去２０年の構造変化 
  ・ 新興国・途上国の経済規模や存在感の拡大 
  ・ 様々な税制上の優遇措置を持つことで知られる経済規模の小さな国・地域を経由地とするクロスボーダー

の直接投資の増加 
  ・ オフショア・センターへの資本蓄積 
  ・ 自国での知的財産開発の取組みと比べ多額の知的財産由来の使用料を受け取っている国の登場 
 
○ グローバル経済と日本経済との関係における過去２０年の主要な変化 
  ・ 日本の対外直接投資残高は約５倍増、証券投資は約４倍増 
    ⇒ 日本は主要な資本輸出国であり、世界最大の対外純資産保有国 
  ・ クロスボーダーの知的財産使用料収支は世界３位の水準である２．４兆円の受取超へと大幅に改善 
    ⇒ 日本は世界で主要な知識・技術の開発・輸出国 
  ・上記は、日本の経常収支の黒字に寄与、ただし、国際課税のあり方を考える上で、以下の動きには要留

意 
   ✓ 日本からオランダへの直接投資残高が約１０倍に増加 
   ✓ 日本からケイマン諸島への証券投資残高がアメリカに次ぐ第２位の水準（約６０兆円）に増加 
   ✓ 日本からの知的財産使用料の純支払額が最も多いのはシンガポール 

２．グローバル経済・日本経済の構造的変化 
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① 各国による「ＢＥＰＳプロジェクト」の合意事項の着実な実施を日本がリードし、健全な企業活動を支えるグ
ローバルに公平な競争条件を確立。 

  （※ 新興国・途上国による国際課税のルールメイキングへの関与を深めるとともに、自ら参加して決めた
ルールを確実に遵守させることが重要） 

 

② 「グローバル企業の経済活動が行われる場所と、税が支払われるべき場所とを一致させる」ことにより、企
業の健全な海外展開を支援しつつ、租税回避を効果的に抑制する。 
（※ 日本で生み出された知的財産が、海外のペーパーカンパニーへと移されるという「知の国外流出」のリ

スクに対応することが重要。なお、知的財産は、研究開発等を通じた価値創造の場所と、開発された知
的財産を活用した収益事業が行われる場所という２つが想定される点に要留意。） 

 

③ 各国の税務当局間における情報交換ネットワークの拡大と強化等を通じて税の透明性を向上させるグ
ローバルな取組みの実効性を高めていく。 

３．今後の国際課税のあり方に関する基本的考え方 

（１）これまでの取組み 
○ 「日本企業の積極的な海外展開支援を通じた国際競争力の強化」と「租税回避への対応」という２つの政

策的要請のバランスを取りながら、国際課税に関する制度改正を実施。 
－「外国子会社配当益金不算入制度」の導入（平成２１年度税制改正） 
  ⇒ 日本企業による積極的な海外展開と、その果実の日本経済への還流を支援 
－「過大支払利子税制」の導入（平成２４年度税制改正） 
  ⇒ クロスボーダーの関連者間で所得金額に比して過大な利子の支払を通じた租税回避に対応 
－「多国籍企業のグローバルな活動状況に関する報告書」の提出制度の導入（平成２８年度税制改正） 
  ⇒ 「ＢＥＰＳプロジェクト」の合意事項への対応 
－「非居住者が保有する金融機関の口座情報の国際的な自動的交換の枠組み」の整備（平成２７年度改

正） 

４．個別の制度改革に当たっての視点 
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（２）今後の取組み
① 平成２９年度税制改正に当たり対応する事項（「外国子会社合算税制」の見直し）

○ 企業の健全な海外展開を促進しつつ、公平な競争条件を損なう租税回避には従来よりも効果的に対応
－ 租税回避リスク（合算対象所得）を、子会社の租税負担割合や会社全体の事業実体の有無といった

「会社の外形」から判断するアプローチを、外国子会社の「個々の所得等の内容」に応じて把握するア
プローチへと変更

－ 企業に過剰な事務負担が発生しないよう、所要の措置を設定
－ 税に関する透明性向上に向けた進捗が見られない国・地域に対して、他のＧ２０諸国と足並みを揃え
た「防御的措置」を発動できるよう整備

② 中期的に取り組むべき事項
○ 移転価格税制

 知的財産等の無形資産を、税負担を軽減する目的で海外へと移転する行為等に対応すべく、「ＢＥＰＳプ
ロジェクト」で勧告された「所得相応性基準」の導入を含め、必要な見直しを検討

○ 過大支払利子税制

  関連者への過大な利払いによる租税回避を効果的に抑制すべく、「ＢＥＰＳプロジェクト」の勧告を踏まえ
た見直しを検討

○ タックスプランニングの義務的開示制度

  「ＢＥＰＳプロジェクト」の最終報告書や諸外国の制度や運用実態等も踏まえ、日本での制度導入の可否
を検討

４．個別の制度改革に当たっての視点
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外国子会社の 
税負担率 

20％ 

外国子会社合算税制：見直しの方向性 

○ 「外国子会社合算税制」とは、外国子会社を利用した租税回避を抑制するために、一定の条件に該当する外国子会社の所得を、日本の
親会社の所得とみなして合算し、日本で課税する制度。 

○ 現行制度には、外国子会社の税負担水準が２０％（トリガー税率）以上であれば経済実体を伴わない所得であっても合算されず、申告も
求められない一方で、実体ある事業から得た所得であっても合算されてしまう場合がある、という問題あり。 

○ 平成２９年度税制改正においては、「ＢＥＰＳプロジェクト（行動３）」の合意や「平成２８年度与党税制改正大綱」で示された方向性を踏まえ、
租税回避をより的確に抑制するとともに、日本企業の海外展開を阻害しないような制度とすべく、以下の方向性で制度を見直し。 

能動的所得 受動的所得 

現行制度のイメージ 見直し案のイメージ 

能動的所得 受動的所得 

実体ある事業から
の所得も一部合算
されてしまう部分 
(航空機ﾘｰｽ等) 

実体を伴わない
所得であっても合
算されず、申告も

求められない 
部分 

外国子会社の 
税負担率 

実体ある事業からの所
得であれば、 

税負担率に関わらず 
合算対象外 

税負担率が
20％未満の

会社の 
受動的所得

は合算 

 
－ 租税回避リスクを、外国子会社の外形（会社全

体の税負担率（２０％未満）や会社としての実体
の有無等）により把握 

 

－ 租税回避リスクを、外国子会社の個々の活動内容（所得の種類等）
により把握 

－ 租税回避リスクの低い外国子会社に、所得を「能動／受動」に分類

する事務作業が発生しないよう、一定の税負担をしている外国子会
社は適用を免除 

一見して明らかに
受動的所得しか得
ていない（経済実
体のない）ペー

パー・カンパニー等
については、税負
担率が30%未満の
場合は、所得の全

額を合算 

制度対象とす
るか否かを入
口で決定する

基準 

所得を「能動／
受動」に仕分け
る事務作業を
免除する基準 

合算対象所得 

20％ 

税負担率が20％以上の会社は
制度の適用を免除 

（所得を「能動／受動」に仕分け
る事務作業は不要） 

29改正案 
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 ⑤ 一定の要件を満たす航空機リース会社を除く 

外国子会社合算税制：見直し案の主なポイント 

○ 日本企業の海外における事業展開を阻害することなく、効果的に租税回避リスクに対応できるよう、現行制度の骨格は維持しつつ、以下を見直し。 
      見直しに当たっては、租税回避に関与していない企業に過剰な事務負担がかからないよう配慮。 

見直しの目的 内容 

■ 会社単位の税負担率が一定率（トリガー税率）以上である事のみを理由に、合算対象とされない
ことへの対応 

■ トリガー税率を廃止し（①）、ペーパーカンパニー等の所得は、原則、会社単位で
合算（②） 

   （注：ただし、一定の保険委託者・資源投資法人については、事業実態に配慮した特例を措置） 

■ 租税回避リスクに効果的に対応しつつ、現行制度と比較して過剰な事務負担が企業にかからな
いようにする 

■ 事務負担軽減の措置として、会社単位の租税負担割合「20％」による制度適用
免除基準を設定（③） 

■ 資本関係は無いが、契約関係等により子会社を支配しているケースや間接支配への対応 ■ 実質支配基準の導入と持株割合の計算方法の見直し（④） 

■ 実体ある事業を行っている航空機リース会社や製造子会社の所得が合算されないよう対応 ■ 事業基準・所在地国基準の判定方法の見直し（⑤） 

■ 第三者を介在させることで、「非関連者基準」を形式的に満たすケースへの対応 ■ 非関連者基準の判定方法の見直し（⑥） 

■ 経済実体のない、いわゆる受動的所得は合算対象とする ■ 受動的所得の対象範囲の設定（配当、利子、無形資産の使用料等）（⑦） 
   （注：ただし、金融機関が本業から得る金融所得は合算対象から除外） 

外 
 

 

国 
 

 

関 
 

 

係 
 

 

会 
 

 

社 

（① 

ト
リ
ガ
ー
税
率
の
廃
止
） 

Ｂ 実体基準 
  本店所在地国に主たる事業に必要な事務所等を有すること 

経済活動基準 

全てを満たす 

いずれかを 
満たさない 

居住者 
又は 
内国 
法人 

特殊 
関係者 
（個人・ 
法人） 

同族株主 
グループ 

居住者 
又は 
内国 
法人 

会
社
単
位
の
合
算
課
税 

受
動
的
所
得
の
合
算
課
税 

 

⑦
対
象
所
得
の
範
囲
設
定 

② ペーパーカンパニー／事実上のキャッシュボックス／ブラックリスト国所在のもの 

20％未満 

20％未満 

③
会
社
単
位
の
租
税
負
担
割
合
判
定 

（事
務
負
担
軽
減
の
措
置
） 

Ｃ 管理支配基準 
  本店所在地国において事業の管理、支配及び運営を自ら行っている 
  こと 

30％未満 

居
住
者
・内
国
法
人
等
が
合
計
で
５
０
％
超
を
直
接
及
び
間
接
に
保
有 

（
①
実
質
支
配
基
準
の
導
入
と
持
株
割
合
の
計
算
方
法
の
見
直
し
） 

（④
実
質
支
配
基
準
の
導
入
と
持
株
割
合
の
計
算
方
法
の
見
直
し
） 

Ｄ 所在地国基準（下記以外の業種） 
   主として所在地国で事業を行っていること 
     ⑤ 製造子会社に係る判定方法の整備 

    非関連者基準（卸売業など７業種） 
     主として関連者以外の者と取引を行っていること 
          ⑥ 関連者取引の判定方法の整備 

Ａ 事業基準 
  主たる事業が株式の保有、IPの提供、船舶・航空機リース（※）等で 
  ないこと 
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相続人 
受贈者 

国内に 
住所あり 

国内に住所なし 

日本国籍あり 

日本国籍 
なし 

被相続人 
贈与者 

５年以内に住所あり 

 10年以内に住所あり 

５年以内に住所なし 

 10年以内に住所なし 

国内に住所あり 

国内に 
住所なし 

５年以内に住所あり 

 10年以内に住所あり 
③ 

５年以内に住所なし 

 10年以内に住所なし 
    ② 

① 駐在など住所が一時的な外国人については、その住所がないものとみなす（注） 。 
    ⇒ 一時的に日本に住所を有する外国人同士の相続等の場合には、国外財産(本国の自宅等) 

      に日本の相続税が課税されないこととなり、高度外国人材等の受入れの促進につながる。 

② 贈与者と受贈者の双方が５年超国外に居住してから国外財産を贈与する等の租税回避を抑制 
 するため、国内に住所を有していない期間の基準を「５年以内」から「１０年以内」とする。 

③ 租税回避抑制（※）のため、日本の住所・国籍を有しない者が、過去１０年以内に日本に住 
 所を有していた者（短期滞在の外国人を除く）から相続等により取得した国外財産を課税対象とする。 
  ※外国で出生して日本国籍を取得しなかった子に対して一時的に国外に住所を移した上で国外財産を贈与する等の行為を想定 

国外財産に係る相続税等の納税義務の範囲の見直し（案）  

②③租税回避を抑制するため、国外財産への課税範囲を拡大 

国内財産のみに課税 

（注）具体的には、現在日本に住所のある外国人については、出入国管理及び難民認定法別表第１の在留資格の者で過去１５年以内に日本 
  に住所を有していた期間の合計が１０年以下である場合は、日本に住所を有したことがない者と同様の扱いとする。 
   現在日本に住所を有していないが過去１０年以内に住所があった外国人である被相続人等については、過去１５年以内において国内に 
  住所を有していた期間の合計が１０年以下の者である場合は、日本に住所を有したことがない者と同様の扱いとする。 

①住所が一時的な外国人は 
 その住所がないものとみなす（注） 

国 内 ・ 国 外 財 産 と も に 課 税 
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資金決済に関する法律（平成21年法律第59号）（未施行） 

  

第二条（定義） 

５ この法律において「仮想通貨」とは、次に掲げるものをいう。 

 一 物品を購入し、若しくは借り受け、又は役務の提供を受

ける場合に、これらの代価の弁済のために不特定の者に対

して使用することができ、かつ、不特定の者を相手方とし

て購入及び売却を行うことができる財産的価値（電子機器

その他の物に電子的方法により記録されているものに限り、

本邦通貨及び外国通貨並びに通貨建資産を除く。次号にお

いて同じ。）であって、電子情報処理組織を用いて移転す

ることができるもの 

 二 不特定の者を相手方として前号に掲げるものと相互に交

換を行うことができる財産的価値であって、電子情報処理

組織を用いて移転することができるもの 

 

  
Ｇ７各国における仮想通貨の譲渡に係る付加価値税等の課税状況  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

諸外国 税務当局等のスタンス 

 

 

○ 非課税対象との見解を州税務当局が公表（2014年12月）。 

※ 連邦税法上、仮想通貨は資産として取り扱われていると

ころ、同州では、無形資産の譲渡は小売売上税は非課税と

されており、仮想通貨の譲渡はこれに該当するとした。 

       イギリス 

○ EU付加価値税指令に規定する非課税対象に該当する旨、

欧州司法裁判所が判決 （2015年10月）。 

※  仮想通貨は、指令上非課税とされる「通貨・銀行券・硬

貨」のカテゴリーに該当すると判示。  

   ドイツ   

    フランス   

    イタリア 

      カナダ ○ 税務当局から見解は示されていない（2016年９月時点）。 

※州レベルで小売売上税 
 を課税 

米国 
（NY州） 

到着時免税店制度について（案） 仮想通貨に係る課税関係の見直し（案） 

○  資金決済に関する法律の改正により仮想通貨が支払の手段として位置づけられることや、諸外国における課 
  税関係等を踏まえ、仮想通貨の取引について、消費税を非課税とする。   
   ※ 平成29年７月１日以後に行う取引について適用する。 
 

≪参考≫ 
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エコカー減税の対象範囲の見直しの考え方 

年間の乗用車の新車販売台数 

免税対象 
４割 

減税対象 
９割 

減税対象 

現在 見直し後 

・ 真に燃費に優れた電気自動車等や 

ハイブリッド車などに限定。 

・ ２回目免税の対象車は重点化。 

燃費性能がより優れた自動車に限定。 

考え方 

・ ガソリン車への配慮等の観点から、

時限的・特例的な措置を講ずる。 

２回目 
も免税 免税対象 

○ 以上の実施にあたっては、段階的に基

準を引上げ。 
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自動車重量税のエコカー減税の見直し（案）（乗用車） 

初回車検 ２回目車検 初回車検 ２回目車検 初回車検 ２回目車検 

電気自動車等 （注1） 免税 免税 免税 免税 免税 免税 

2020年度燃費基準 
＋50％達成 免税 免税 免税 免税 免税 免税 

2020年度燃費基準 
＋40％達成 免税 免税 免税 免税 免税 

2020年度燃費基準 
＋30％達成 免税 免税 免税 ▲75％軽減 

2020年度燃費基準 
＋20％達成 免税 免税 ▲75％軽減 ▲75％軽減 

2020年度燃費基準 
＋10％達成 ▲75％軽減 ▲50％軽減 ▲50％軽減 

2020年度燃費基準 
達成 ▲50％軽減 ▲25％軽減 ▲25％軽減 

2015年度燃費基準 
＋10％達成 ▲25％軽減 ▲25％軽減 （本則） （注2） 

2015年度燃費基準 
＋5％達成 ▲25％軽減 （本則） （注2） 

2015年度燃費基準 
達成 （本則） 

（注１）電気自動車、燃料電池自動車、プラグインハイブリッド自動車、クリーンディーゼル車、天然ガス自動車。 

（注２）ガソリン車への配慮、円滑な基準の切替えの観点から、経過措置として、平成29年5月1日～平成30年4月30日の間は、2015年度燃費基準＋5％達成しているガソリン車（ハイブ 

   リッド車、軽自動車除く。新車。以下同じ）、平成30年5月1日～平成31年4月30日の間は、2015年度燃費基準＋10％を達成しているガソリン車には本則税率を適用。 

（注３）平成29年5月1日～平成30年4月30日の間に車検証の交付等を受ける場合、2015年度燃費基準+10％を達成している車には本則税率を適用。 

   また、平成30年5月1日～平成31年4月30日の間に車検証の交付等を受ける場合、2020年度燃費基準を達成している車には本則税率を適用。 

（注４）ガソリン車、ハイブリッド車及び軽自動車は、いずれも平成17年排出ガス基準75％低減車（☆☆☆☆）又は平成30年排出ガス基準50％低減車に限る。 

29年5月1日～30年4月30日 現行 30年5月1日～31年4月30日 
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災害に関する税制上の対応について 

• 住宅ローン減税の適用の特例 
 
• 財形住宅・年金貯蓄の非課税措置の

特例 
 
• 災害損失の繰戻しによる法人税額の

還付 
 

• 仮決算の中間申告による所得税額
の還付 

 
• 住宅取得等資金の贈与税の特例措

置に係る居住要件の免除等 
 
• 山林に係る相続税の納税猶予等の

規模拡大要件の緩和 
 
• 法人税・消費税の中間申告書の提出

不要 
 
• 被災酒類に係る酒税相当額の還付

方法の簡素化 

① 被災者の生活再建に資する措置 
 →「被災者生活再建支援法」の対象となる災害に適用 

全ての災害に適用 

※被災者生活再建支援法は、私有財産の損害を受けた被災者の生活の再建の
ために、国・地方公共団体が被災者を救済する枠組み。 

• 住宅の再取得等に係る住宅ローン控除の特例 
• 被災した建物の建替え等に係る登録免許税の免税 
• 被災者が取得した住宅取得等資金に係る贈与税の特例 
• 建築工事の請負に関する契約書等の印紙税の非課税 
• 被災自動車に係る自動車重量税の特例還付 

② 事業者の再建等に資する措置 
 →「特定非常災害特別措置法」の対象となる災害に適用 
※特定非常災害特別措置法は、地域全体の日常業務や業務環境の破壊等、著し
く異常かつ激甚な非常災害があった場合に、被災者や被災法人の権利利益の保
全等を図る枠組み。 

• 買換え特例に係る買換え資産の取得期間等の延長 
• 被災代替資産等の特別償却 
• 特定地域内の土地等の評価に係る相続税・贈与税の基準時の特例等 
• 消費税の課税事業者選択届出書の提出等に係る特例 

③ 他法令の仕組みを前提としている措置 

• 被災市街地復興土地区画整理事業等に係る土地等の譲渡所得の課税の
特例 （被災市街地復興特別措置法） 

• 事業承継税制（相続税・贈与税）における事業継続要件等の緩和 
   （一部の要件について、中小企業信用保険法が前提。その他の要件について 
   は、全ての災害に適用。） 
• 公的貸付機関等・金融機関が行う特別貸付に係る消費貸借に関する契約

書の印紙税の非課税 （激甚災害法） 

災害を指定して適用 
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経済活動のＩＣＴ化

 

○ 経済活動のＩＣＴ化・多様化等の進展に伴い、犯則事件を取り巻く環境も急速に変化している。

○ 他方、国税犯則取締法については、昭和２３年の改正以降、大幅な改正がなされておらず、こうした環

境変化に対応した証拠収集が困難となってきている。 

国税犯則調査（査察調査等）の手続の見直し（案） 

経済活動の多様化

その他
 

犯則嫌疑者が置き去った物件を領置できない、夜間に犯則調査を

開始することができない  等の問題が生じている。 

関税法に定める犯則調査 
手続にならい調査手続等 
の整備を図る 

パソコン等の差押えにより、業務に著しい支障が生じるおそれが
ある、又はパソコン等を差し押さえても、外部のサーバに保存さ
れている電磁的記録を証拠化できない  等の問題が生じている。 

平成23年の改正で刑事訴訟
法に措置された電磁的記録
の証拠収集手続にならい、
証拠収集手続の整備を図る

規定が片仮名・文語体である 等 

その他所要の整備を図る
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